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研究成果の概要（和文）：保育所は就労中の家庭だけでなく、療養中の家庭も利用する。それゆえ医療的観点か
らも大切な社会基盤の一つである。保育士の離職は喫緊に取り組むべき大きな社会問題となっているが、これま
で保育士に焦点を当てた我が国の先行研究は少ない。本研究では保育士の処遇改善は公衆衛生課題と捉えて2年
間の追跡調査研究を行い、保育士の抑うつ状態に対して抑制・リスクとなる関連要因を示した。

研究成果の概要（英文）：Users of nurseries are not only parents who work, but also parents with an 
illness or undergoing medical treatment. The present study reported factors related to depression 
among childcare workers.

研究分野： 公衆衛生学
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  １版

平成

研究成果の学術的意義や社会的意義
就労者のみならず病気療養中の家庭を支える役割を担っている保育所は重要な社会資源の一つである。これまで
我が国において保育士に焦点をあてた先行研究は少なかった。保育士の労働環境のみならず、営む家庭状況も考
慮した分析を行った。本研究の成果は統計資料としても重要である。また、制度変革期に行えた研究であること
より、保育士の現状を捉えることが出来たことにも意義があった。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
 子ども・子育て三法が施行され、我が国の幼児教育・保育環境が激変した。アメリカで
は離職率 30％ともいわれる保育士の離職問題は大きな社会問題として捉えられ、保育士の
離職については活発に研究が行われている[1, 2, 3]。しかし我が国においては保育士の離職
問題は大きな社会問題となっているが、内閣府による子ども・子育て会議など国が主体と
なり実施している事業や調査が多いものの、先行研究は少ない[4]。保育園は就労中の家庭
が利用するだけではなく、療養中の家族も利用する重要な社会基盤の一つである。先行研
究では[5]、幼稚園教諭、保育士のワーク・ライフ・バランスの論調が低調であることの理
由の一つとして、保育士の高い離職率、労働に対する処遇の低下、雇用の不安定さが一因
ではないかと示唆されていた。 
平成 23 年度、厚生労働省の委託事業として潜在保育士についての実態調査が行われた

[6]。保育士として保育所で就労するにあたっての不安要素として、家庭との両立、自身の
健康、体力、勤務時間などが挙げられていた。離職した理由については家庭との両立が難
しい、近い将来結婚、出産を控えているなどライフイベントが挙げられており、ワーク・
ライフ・バランスを考慮した就労環境改善の必要性が示唆されていた。 
我々は保育士の就労状況の改善を喫緊に取り組むべき公衆衛生課題と捉え、追跡調査研

究を実施した。 
 
２． 研究の目的 
 本研究は、保育士の抑うつを抑制する関連・影響因子を明らかにすることを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 札幌市内に設置された保育施設に勤務する保育従事者を対象とした追跡調査を実施した。
ベースライン調査は 2015 年 11 月～2016 年 8月に実施、以後 2年間追跡した。本報告書に
おいては追跡調査のデータクリーニング作業が完了していないため、ベースライン調査の
結果を主に記す。調査開始前に施設長に研究協力依頼を行い、承諾を得られた施設に就労
する職員に対して研究協力依頼を行った。各職員は研究依頼書を読み、研究参加同意する
者のみ調査票と同意書を大学宛に返信した。保育士 358 人(17.9%)が研究参加者となった。
自記式調査票は主に下記の項目で構成されていた；1)これまでの仕事の状況、2)現在の仕
事の処遇、3)ライフスタイル、4)家族との状況、5)健康状況。抑うつ状態の判定には Center 
for Epidemiologic Studies Depression Scale (CES-D) を用いた。 
統計解析には t-検定、カイ二乗検定、Fisher の直接確率検定法、多重ロジスティック解

析を用いた。有意水準は 0.05 と定義した。本研究は札幌医科大学倫理委員会の承認を受け
て行われた。 
 
４．研究成果 
 
表 1 に対象者の基本属性を示す。女性が 348 人（97.2％）、平均年齢（±標準偏差）が 36.9
歳（±11.4）、抑うつ状態の保育従事者は 119 人（33.2%）であった。抑うつ者は非抑うつ
者に比べ、若年であり、保育歴が短く、現在の施設での就労年数も短く、管理職者が少な
く、残業がある者が多く、持ち帰りの仕事がある者が多く、上司が相談に乗ってくれる者
が少なかった。 
 
表 1 対象者の基本属性 

  
抑うつ 
状態群 

非抑うつ 
状態群 

p-value 

  N=119 N=239  

性別（女性） 114(95.8%) 234(97.9%) 0.31 

年齢 33.7±10.6 38.5±11.5 <0.001 

保育歴 9.1±7.7 12.9±8.8 <0.001 
就労年数（現施設） 5.1±6.2 7.6±7.4 <0.01 

管理職 12(10.2%) 52(21.8%) 0.01 

残業（あり） 94(79.0%) 156(65.5%) <0.01 

持ち帰り（あり） 69(58.5%) 111(46.6%) 0.04 

上司に相談（できる） 84(71.2%) 209(90.5%) <0.001 

同僚に相談（できる） 108(93.9%) 232(97.5%) 0.13 
 
 



表 2に抑うつに対する Odds 比を示す。補正後、保育歴が 5年以上あること、上司が相談に
乗ってくれること、有給が取れること、配偶者がいることが抑うつに対するリスクを下げ
ていた。 
 
表 2 抑うつに対するオッズ比 

  Model * 

  (95%CIs) 

保育歴(5年以上) 0.55(0.34, 0.91) 

管理職 0.51(0.25, 1.05) 

残業 1.43(0.80, 2.54) 

持ち帰りの仕事 1.25(0.75, 2.06) 

収入(15 万以上/月) 0.63(0.38, 1.06) 

上司が相談に乗る 0.36(0.18, 0.73) 

職場環境(良好) 0.68(0.37, 1.24) 

有給 0.49(0.27, 0.88) 

配偶者 0.55(0.32, 0.94) 

子ども 0.56(0.31, 1.01) 

*: 5 年以上の保育歴、保育施設の種別、職場の環境、睡眠状態、来院歴で補正 
 
研究の限界と今後の課題； 
調査において調査票の配布は予定通り遂行できたが、調査票回収期間が長くなった。初年
度については 1年近くの時間を要した。この事は送られてきた封書を直ぐに確認すること
が出来ないといった保育士の置かれている過酷な労働環境を反映しているのかもしれない。
今後の調査遂行における課題となった。 
また追跡調査では住所変更による脱落が多かった。勤務する保育施設での転勤・離職など
に伴い、居住場所も変更する可能性が考えられた。 
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